
特定健診・特定保健指導の
趣旨・概要について

資 料 ２

厚生労働省保険局



健診・保健指導の重点化・効率化

○ 内臓脂肪症候群等の該当者・予備群に対する保健
指導を徹底するため、効果的・効率的な健診の実施効果的・効率的な健診の実施
により、該当者・予備群の確実な抽出を図るととも
に、健診の結果を踏まえ、保健指導の必要度に応じ
た対象者の階層化対象者の階層化を図り、動機づけの支援を含めた
保健指導プログラムの標準化保健指導プログラムの標準化を図る。

医療保険者による保健事業の取組強化

○ 健診未受診者の確実な把握、保健指導の徹底、
医療費適正化効果までを含めたデータの蓄積と効果
の評価といった観点から、医療保険者による保健事
業の取組強化を図る。
→ 医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・

保健指導の実施を義務付け保健指導の実施を義務付け

都道府県の総合調整機能の発揮と都道府県健康増進計画の内容充実

○ 都道府県が総合調整機能を発揮都道府県が総合調整機能を発揮し、明確な目標の下、医療保険者、事業者、市町村等の役割分担を明確にし、
これらの関係者の連携を一層促進していくことが必要。
このため、都道府県健康増進計画について、地域の実情を踏まえ、糖尿病等の糖尿病等の有病者有病者・予備群の減少率や糖尿・予備群の減少率や糖尿

病等の予防に着目した健診・保健指導の実施率等の病等の予防に着目した健診・保健指導の実施率等の具体的な数値目標具体的な数値目標を設定し、関係者の具体的な役割分担と連
携方策を明記するなど、その内容を充実させ、総合的な生活習慣病対策の推進を図る。

医療構造改革における生活習慣病対策の推進について

国民の健康増進・生活の質の向上
中長期的な医療費の適正化

○ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にあるが、肥満者の多くが、糖尿病、高血圧
症、高脂血症等の危険因子を複数併せ持ち、危険因子が重なるほど心疾患や脳血管疾患を発症する危険が増大する。

○ このため、内臓脂肪型肥満に着目した「内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）」の概念を導入し、国民の
運動、栄養、喫煙面での健全な生活習慣の形成に向け（「１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」）、
国民や関係者の「予防」の重要性に対する理解の促進を図る「健康づくりの国民運動化健康づくりの国民運動化」を推進するとともに、必要
度に応じた効果的な保健指導の徹底を図る「網羅的・体系的な保健サービス網羅的・体系的な保健サービス」を積極的に展開する。

＜具体的な取組＞

糖尿病等の有病者・予備群の減少
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生活習慣病対策による医療費適正化の全体構造（平成２０年度施行）生活習慣病対策による医療費適正化の全体構造（平成２０年度施行）

医療保険者に
特定健診の実
施を義務付け

一定の基
準に該当
する者

医療保険者に特
定保健指導の実
施を義務付け

生活習慣病の
リスク要因の減
少

生活習慣病に
起因する医療
費の減少

保健指導による生活習慣病リスク要因減少の根拠 リスク要因の減少による医療費減少の根拠

○社会保険健康事業財団

健診の結果、要保健指導となった者に対して12ヶ月程度

の期間を通じて２～３回の面談のほか、適時、電話等による
助言やフォローを実施することでリスク数が減少。

（有病者が約40％減少、予備群が約30％減少）

○三重県の政管被保険者の調査（約2,800名）

肥満、血圧、脂質、血糖の４項目の健診結果に異常が多
かった人ほど、１０年度の患者１人当たり医療費が高くなり、
中でも４項目全てに異常があった人は、異常が全くなかっ
た人に比べて約３倍（１４万円→４５万円）。

○宮城県大崎保健所管内に住む40～79歳の国保加入者
の調査（約3万人）

1995年1月から2003年12月31日までの9年間追跡すると、
ＢＭＩ25以上の肥満、喫煙、運動不足の3つのリスク全てが
該当する者の医療費は、リスクが無い者に比べて43.7%増
加。肥満と運動不足の2つが該当する者は約17％増加。

１．医療費適正化の考え方

２．医療費適正化の根拠
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３．法律上の構成

健診の対象 保健指導の対象 医療費適正化計画における目標

法 律 特定健康診査とは、

「糖尿病その他の政令で定
める生活習慣病に関する健
康診査」（第18条第1項）

※ 健診項目としては、現行

の老人保健事業の基本健
診からは大幅には変わらな
いものとする。

特定保健指導とは、

「特定健康診査の結果により
健康の保持に努める必要があ
る者として厚生労働省令で定
めるものに対し、保健指導に関
する専門的知識及び技術を有
する者として厚生労働省令で
定める者が行う保健指導」（第
18条第1項）

※ 具体的には、メタボリックシ

ンドローム（内臓脂肪症候群）
の該当者・予備群を対象とする。

非肥満の高血圧等の者につ
いては、当面は、努力義務とし
て保健指導を実施。

医療費適正化計画において、「国
民の健康の保持の推進に関し、国
が達成すべき目標に関する事項」
を定める。（第8条第4項第1号、第9
条第2項第1号）

「特定健康診査等実施計画」にお
いて、保険者は、「特定健康診査等
の実施及びその成果に関する具体
的な目標」を定める。（第19条第2項
第2号）

※ 具体的には、メタボリックシンド

ローム（内臓脂肪症候群）の該当
者・予備群を2015年度までに25％

減少することを目標とする。
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メタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）のリスク数の改善に関するデータメタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）のリスク数の改善に関するデータ

リスクなし 予備群 該当者 保健指導の内容

社会保険健康事業財団健康増進コース・フォロー
アップコースの結果（メタボリックシンドロームのリス
ク数に着目した集計）
（N＝２８３）

７２人　→　５０人

（３１％減少）

５３人　→　３１人

（４２％減少）

・健診の結果、要保健指導となった者に対して一定期間を通じて２～３回の面談のほ
か、適宜、電話等による助言やフォローを実施。

あいち健康の森健康科学総合センターの研究（職
域肥満者に対するメタボリックシンドローム対策の
効果）（N=５９）

２２人　→　２６人
２３人　→　１９人

（１７％減少）
 １４人　→　５人

　　　（６４％減少）
・職域におけるメタボリックシンドローム対策として、２０～４０歳代の肥満者（男性）を対
象に、３ヶ月の期間中、メール等を使用して個別相談や助言、フォローを行うとともに、
支援期間の開始時と終了時に２回の集団型教室を実施。

岩手県矢巾町（６ヶ月後）
（国保ヘルスアップモデル事業）
（Ｎ＝１５１）

106人　→　120人
24人　→　10人
（５８％減少）

21人　→　13人
（３８％減少）

・概ね６ヶ月間、月１回のペースで個別相談を行い、その間に集団健康教室２回、通信
健康支援（支援レター）２回も併せて実施。

石川県小松市（平成15年度、6ヶ月後）
（国保ヘルスアップモデル事業）
（Ｎ＝２２６）

178人　→　198人
３７人　→　１７人

（５４％減少）
１１人　→　６人
（４６％減少）

同上（平成14年度、6ヶ月後）
（Ｎ＝１６９）

114人　→　132人
34人　→　22人
（３５．３％減少）

21人　→　9人
（57％減少）

試算の前提条件 30% 40%

注１）　メタボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）の診断基準に基づき、リスク０～１、リスク２、リスク３～４をそれぞれ「リスクなし」、「予備群」、「該当者」と区分した。

◎その他の保健指導の効果に関する評価

保健指導の内容

北海道札幌市（平成15年度国保ヘルスアップ）
　国保ヘルスアップモデル事業に参加した者のう
ち、116名（男性37名、女性79名）を対象に評価

「たのしくコース」：自宅又は自宅周辺にて自分に適した運動を自主的に行うもの。
一回20～30分、週3回程度実施。

福島県二本松市（平成14年度国保ヘルスアップ）
（介入群、対照群とも184名男性49名、女性135名）

30～79歳の者のうち脂質、血圧、血糖、BMIのいずれかについて要指導以上の者を対
象に5.5ヶ月にわたり、概ね2週間に1回、計10回の教室を開催。個別アセスメントと目
標設定に、個別相談（保健・栄養・運動）と集団による運動指導（4回）を組み合わせて
実施。

神奈川県藤沢市（平成14年度国保ヘルスアップ）
（介入群978名、対照群4570名）

健診後一回の健康相談（コース1：469名）、食生活支援（コース2：154名）、運動トレー
ニングを含めた総合的なプログラム（コース3：356名）を実施

兵庫県尼崎市（平成15年度）
（N＝127（市職員））

健診後、集団教育2回、30分程度の個別指導一回と、電話又は面接によるフォローを実
施。

・介入前後での医療費増加率は、対照群で24.2%であるのに対して、介入群では9％。
（伸び率は約2．7倍）

・平成14年度に介入した者と対照群の平成13年度と平成16年度の医科入院外医療費
を比較すると、対照群ではほぼ横ばいであったが、介入群では2．4％の減少であった。

・平成15年度から16年度にかけて、メタボリックシンドロームのリスクが4つあった者が
60％減少（127名→51名）
・73％が体重減少

注２）　社会保険健康事業財団、岩手県矢巾町、石川県小松市、福岡県宇美町については、生活習慣病予備群（概ね老人保健事業における基本健康診査の結果の要指導者）に対する支援の結果を、メタボリックシンドローム
（内臓脂肪型肥満）のリスク数に着目し再集計。

・「マンツーマン支援型」、「サークル支援型」、「通信支援型」による支援をそれぞれ６ケ
月間実施。
・「マンツーマン支援型」では、生活習慣改善にむけ、自己管理ができ、自ら生活習慣
改善に取り組める者を対象に１対１のカウンセリングを中心とした支援。
・「サークル支援型」では、仲間とともに生活習慣改善の継続をしていくことから、グルー
プダイナミックスを活用したグループによる個別支援。
・郵便や電子メール等の通信手段により、双方向性をもった個別支援

・ＢＭＩ２５以上の者のうち、2以上の低下を示した者　5.6%（4/72）
・中性脂肪150mg/ｄL以上の者のうち、改善が見られた者　40.0%（10/25）

改善評価
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国

都道府県

医療保険者（国保・被用者保険）市町村

○都道府県健康増進計画都道府県健康増進計画（第８条）

・国の基本方針を勘案して策定
・市町村、医療保険者等の管内の

関係者が共有する目標の設定
・関係者の役割分担、連携方策 等

○都道府県医療費適正化計画都道府県医療費適正化計画（第９条等）

・目標（生活習慣病対策、医療提供体制）
・医療保険者、医療機関その他の関係者

の連携、協力
・計画の進捗状況・実績の評価 等

○市町村健康増進計画市町村健康増進計画（第８条）

○生活習慣相談、保健指導その他の健康生活習慣相談、保健指導その他の健康
増進事業の実施増進事業の実施（第１７条、第１９条の２）

○特定健康診査等実施計画特定健康診査等実施計画（第１９条）

○特定健康診査、特定保健指導の実施特定健康診査、特定保健指導の実施（第２０条等）

＜健康増進法＞ ＜高齢者の医療の確保に関する法律＞

○国の基本方針国の基本方針（第７条）
・基本的な方向性
・全国的な目標の提示 等

○健康診査等指針健康診査等指針（第９条）

○全国医療費適正化計画全国医療費適正化計画（第８条）
・医療費適正化基本方針
・全国的な目標の提示 等

○特定健康診査等基本指針特定健康診査等基本指針（第１８条）

調 和

調 和

調 和

国、都道府県、市町村、医療保険者による生活習慣病対策の推進について

連携・協力
（健康増進法第５条）

技術的援助、報告
徴収等（第１８条等）

資料提出等協力要請、
助言・援助等（第９条等）

地域・職域連携推進協議会

保険者協議会
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国 民

民間
事業者

都道府県

○健康づくり施策の総合
的な企画と関係者間
の協議調整

○健康増進計画の内容
充実（新しい健康増
進計画）

・目標値の設定

・関係者の具体的な
取組

・評価

国

○科学的根拠に基づく効
果的なプログラムの提示
・標準的な健診・保健指導
プログラムの策定 等

○総合的な生活習慣病対
策の基本的方向性・具体
的な枠組みの提示

○都道府県の取組支援
・都道府県健康増進計画改
定ガイドラインの策定

・都道府県健康・栄養調査
マニュアルの策定 等

医療保険者

○健診・保健指導の
実施（ハイリスク
アプローチ）
・健診・保健指導
の徹底

・実施結果に基づく
データ管理

市町村

○健康づくりの普及

啓発（ポピュレー

ションアプローチ）

○がん検診等の実施

調整
支援

協力

支援 保険者協議会

調整
支援

地域・職域連携推進協議会

積極的活用

協力

協力

積極的活用

健
診
・
保
健
指
導

普
及
啓
発

生活習慣病対策の推進体制の構築
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 健診（質問項目を含む）

内
臓
脂
肪
の

蓄
積

高血糖

高血圧

脂質異常

内
臓
脂
肪
型

肥
満
予
備
群

　　　　　　　　　　　　　　判　定

 ○健診結果（内臓脂肪症候群に係るリスクの数）

 ○質問票（治療歴、喫煙その他生活習慣など）

 ○生活習慣上の課題の有無とその内容　等

　　　　　　　　　　　　　　　情報提供
　
 ○　生活習慣病の特性や生活習慣の改善に関する
   基本的な理解を支援する。
 ○　健診結果の提供に合わせて、全員に個別のニーズ、
   生活習慣に即した情報提供を実施する。

 情報提供の内容
 ・健診結果から身体状況を理解し、
　 生活習慣との関連が認識できるための内容
 ・健康や生活習慣病に対する理解を深めるための内容
 　（健診データ、生活習慣に照らし合わせた将来展望を含む）
 ・生活習慣の改善に関する基本的な内容、方法
 ・既存のサービスや社会資源
 ・その他対象者のニーズにあったもの　　　　　　　　　等

 動機づけ支援の内容
 ・健診結果から身体状況を理解し、
　生活習慣との関連が認識できるための内容
・健康的な生活習慣へ行動変容の必要性を理解するための内容
・具体的かつ実現可能な行動が選択できるための支援
・行動目標の設定
・評価の時期の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　　動機づけ支援

生活習慣の改善に
対する個別の目標を
設定し、自助努力に
よる行動変容が可
能となるような動機
づけを支援する。

　　 積極的支援

準備段階にあわせ
て個別の目標を設
定し、具体的で実現
可能な行動の継続
を支援する。

 積極的支援の内容
 ・健診結果から身体状況を理解し、
 　生活習慣との関連が認識できるための内容
 ・対象者が行動変容を自ら選択し、
 　継続実践ができるようにするための内容
 ・行動変容の効果を確認し、継続しうる目標設定
 ・評価の時期の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　具体的な保健指導（例）

健
診

保
健
指
導
対
象
者
の

選
定
・
階
層
化

保
健
指
導

計
画
の
作
成

 健診・保健指導計画作成のためのデータ分析

 ・集団の健康実態状況の把握
 ・男女別年代別健診有所見状況
 ・内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）該当者のリスクの重複状況
 ・生活習慣の状況
 ・被保険者数及び健診受診者数のピラミッド、健診受診率
 ・支援別保健指導実施数及び実施率             　　　　　　  等
 ※２年目より（前年度の保健指導の評価項目を追加）

 健診・保健指導計画の立案・策定

　・・・

 ○アウトプット（事業実施量）評価 ： 実施回数や参加人数等
 ○アウトカム（結果）評価
　　：糖尿病等の有病者・予備群の減少率・保健指導効果の評価）
 ○プロセス（過程）評価
 ○健康度の改善効果と医療費適正化効果　　　　　等

評
価

対象者ごとの計画作成
健診結果と詳細な質問票で
行動変容の準備状態を把握

対象者ごとの評価

健診受診者全員

＜リスクが出現し始めた段階＞　原則１回の支援

＜リスクが重なり出した段階＞　３～６ヶ月程度の支援期間

4
0

ｰ

7
4
歳
の

全
被
保
険
者

（
被
扶
養
者
含
む

） 非肥満

生活習慣病

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための
標準的な健診・保健指導プログラムの流れ（イメージ）
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医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算

平成２０年度

健診・保健指導

事業の義務化

平成２５年度

後期高齢者医療支援金の

加算・減算を開始

（以降、毎年度）

＜加算・減算の方法＞

①目標の達成状況の数値化
○ 基となるデータ

・特定健診の受診率（又は結果把握率）
・特定保健指導の実施率（又は結果把握率）
・目標設定時と比べた内臓脂肪症候群の該当者・予備群の減少率

② 各医療保険者（政管等は各都道府県支部ごと）間の数値を比較し、高い保険者について
は後期高齢者医療支援金の減算、低い保険者については加算を行う。

医療保険者全体を通じた減算額と加算額は同額。

・・・・・・
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（特定健康診査等基本指針）
第十八条 厚生労働大臣は、特定健康診査（糖尿病その他の政令で定める生活習慣病に関する健康診査をいう。以下同

じ。）及び特定保健指導（特定健康診査の結果により健康の保持に努める必要がある者として厚生労働省令で定めるもの
に対し、保健指導に関する専門的知識及び技術を有する者として厚生労働省令で定めるものが行う保健指導をいう。以
下同じ。）の適切かつ有効な実施を図るための基本的な指針（以下「特定健康診査等基本指針」という。）を定めるものと
する。

２ 特定健康診査等基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」という。）の実施方法に関する基本的な事項
二 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事項
三 前二号に掲げるもののほか、次条第一項に規定する特定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項

３ 特定健康診査等基本指針は、健康増進法第九条第一項に規定する健康診査等指針と調和が保たれたものでなければ
ならない。

４ 厚生労働大臣は、特定健康診査等基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長
に協議するものとする。

５ 厚生労働大臣は、特定健康診査等基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。

（特定健康診査等実施計画）
第十九条 保険者は、特定健康診査等基本指針に即して、五年ごとに、五年を一期として、特定健康診査等の実施に関する

計画（以下「特定健康診査等実施計画」という。）を定めるものとする。
２ 特定健康診査等実施計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 特定健康診査等の具体的な実施方法に関する事項
二 特定健康診査等の実施及びその成果に関する具体的な目標
三 前二号に掲げるもののほか、特定健康診査等の適切かつ有効な実施のために必要な事項

３ 保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

高齢者の医療の確保に関する法律（粋）
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（特定健康診査）
第二十条 保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、四十歳以上の加入者に

対し、特定健康診査を行うものとする。ただし、加入者が特定健康診査に相当する健康診査を受け、その結果を証明す
る書面の提出を受けたとき、又は第二十六条第二項の規定により特定健康診査に関する記録の送付を受けたときは、
この限りでない。

（他の法令に基づく健康診断との関係）
第二十一条 保険者は、加入者が、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）その他の法令に基づき行われる特

定健康診査に相当する健康診断を受けた場合又は受けることができる場合は、厚生労働省令で定めるところにより、前
条の特定健康診査の全部又は一部を行つたものとする。

２ 労働安全衛生法第二条第三号に規定する事業者その他の法令に基づき特定健康診査に相当する健康診断を実施す
る責務を有する者（以下「事業者等」という。）は、当該健康診断の実施を保険者に対し委託することができる。この場合
において、委託をしようとする事業者等は、その健康診断の実施に必要な費用を保険者に支払わなければならない。

（特定健康診査に関する記録の保存）
第二十二条 保険者は、第二十条の規定により特定健康診査を行つたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該

特定健康診査に関する記録を保存しなければならない。同条ただし書の規定により特定健康診査の結果を証明する書
面の提出若しくは特定健康診査に関する記録の送付を受けた場合又は第二十七条第三項の規定により特定健康診査
若しくは健康診断に関する記録の写しの提供を受けた場合においても、同様とする。

（特定健康診査の結果の通知）
第二十三条 保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、特定健康診査を受けた加入者に対し、当該特定健康診査の

結果を通知しなければならない。第二十六条第二項の規定により、特定健康診査に関する記録の送付を受けた場合に
おいても、同様とする。
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（特定保健指導）
第二十四条 保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、特定保健指導を行うも

のとする。

（特定保健指導に関する記録の保存）
第二十五条 保険者は、前条の規定により特定保健指導を行つたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該特定

保健指導に関する記録を保存しなければならない。次条第二項の規定により特定保健指導に関する記録の送付を受け
た場合又は第二十七条第三項の規定により特定保健指導に関する記録の写しの提供を受けた場合においても、同様と
する。

（概算後期高齢者支援金）
第百二十条 前条第一項の概算後期高齢者支援金の額は、当該年度におけるすべての後期高齢者医療広域連合の保

険納付対象額の見込額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した当該年度におけるすべての保険者に係る
加入者の見込総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した当該年度における当該保険者に係
る加入者の見込数を乗じて得た額に、概算後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。

２ 前項の概算後期高齢者支援金調整率は、第十八条第二項第二号及び第十九条第二項第二号に掲げる事項について
の達成状況、保険者に係る加入者の見込数等を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところに
より算定する。

（確定後期高齢者支援金）
第百二十一条 第百十九条第一項の確定後期高齢者支援金の額は、前々年度におけるすべての後期高齢者医療広域

連合の保険納付対象額の総額を厚生労働省令で定めるところにより算定した前々年度におけるすべての保険者に係る
加入者の総数で除して得た額に、厚生労働省令で定めるところにより算定した前々年度における当該保険者に係る加
入者の数を乗じて得た額に、確定後期高齢者支援金調整率を乗じて得た額とする。

２ 前項の確定後期高齢者支援金調整率は、第十八条第二項第二号及び第十九条第二項第二号に掲げる事項について
の達成状況、保険者に係る加入者の数等を勘案し、百分の九十から百分の百十の範囲内で政令で定めるところにより
算定する。
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◎健康保険法（２０年４月施行部分）

（秘密保持義務）
第百九十九条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、健康保険事業に関して職務上知り得た秘

密を正当な理由がなく漏らしてはならない。
第二百七条の二 第百九十九条の二の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に

処する。

◎国民健康保険法（２０年４月施行部分）

第百二十条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者が、正当な理由なしに、国民健康保険事業に関
して職務上知得した秘密を漏らしたときは、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する

◎高齢者の医療の確保に関する法律（２０年４月施行）

（秘密保持義務）

第三十条 第二十八条の規定により保険者から特定健康診査等の実施の委託を受けた者（その者が法人である場合にあ
つては、その役員）若しくはその職員又はこれらの者であつた者は、その実施に関して知り得た個人の秘密を正当な理由
がなく漏らしてはならない。

第百六十七条 第三十条の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

２ （略）

（注：各保険者は、健保法等により守秘義務違反の罰則が規定されていることから、高齢者医療法では、委託を受けて健診
等を行う者のみを対象としている。）
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●国民健康保険法（平成２０年４月施行分）（関連規定のみ抜粋）

第七十二条の五 国及び都道府県は、政令の定めるところにより、市町
村に対し、高齢者の医療の確保に関する法律第二十条の規定による特
定健康診査及び同法第二十四条の規定による特定保健指導（第八十二
条第一項及び第八十六条において「特定健康診査等」という。）に要する
費用のうち政令で定めるものの三分の一に相当する額をそれぞれ負担
する。

●健康保険法（平成２０年４月施行部分）（関連規定のみ抜粋）

第百五十四条の二 国庫は、第百五十一条及び前二条に規定する費用
のほか、予算の範囲内において、健康保険事業の執行に要する費用の
うち、特定健康診査等の実施に要する費用の一部を補助することができ
る。

医療保険者に対する公費助成医療保険者に対する公費助成
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